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令和 5年度 秋～冬学期 期末試験問題（筆記試験） 

試験科目名    行政法基礎 教員名（署名） 野呂充 

 

 Ⅰ 甲県乙市内に所在する真言宗の寺院であるＡ寺を運営する宗教法人であるＸは、Ａ

寺の本堂や墓地の置かれた主たる境内地から約５０メートル離れた場所にあるＸ所有地

（以下「本件土地」という。）上に、４階建ての建物（以下「本件建物」という。）を建て、

信者修行所として利用してきた。Ｘは、主たる境内地には墓地を増設する場所がなく、檀家

の墓地購入希望に応じることができなくなったとして、本件建物をそのまま利用して内部

のみを改装する形で、墓地､埋葬等に関する法律（以下「墓埋法」という。）２条６項にいう

納骨堂（以下「本件納骨堂」という。）を設置することを計画した。本件納骨堂は、納骨壇

１，０８０個を設ける予定である。 

 Ｘは、乙市長（Ｙ）に、墓埋法１０条１項による本件納骨堂の経営許可の申請（以下「本

件申請」という。）をするため、「乙市墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）

経営許可申請手続要綱」（以下「本件要綱」という。）１項に従い、Ｙと事前協議をした。 

 Ｙは、本件土地の周囲１１０メートルの範囲内に診療所や複数の住宅が存在するため、

「乙市墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）の経営の許可に関する審査基準」

（以下「本件審査基準」という。）３項１号により、原則として本件納骨堂の経営を許可す

ることはできないが、同項ただし書に該当すると判断した場合には許可すると述べ、また、

申請に先立って、本件要綱２項（計画の説明）および３項（周辺住民との協議）の手続を実

施し、申請書の提出の際にその結果を報告する書面を添付することをＸに求めた。 

 しばらくして、Ｘの代表者であるＢが、申請書を提出するため乙市役所を訪れたが、乙市

の担当者であるＣが提出書類をチェックしたところ、本件要綱２項および３項の手続にか

かる報告書が添付されていなかった。Ｃがこの点についてＢに尋ねると、Ｂは、当該報告書

の添付は法的義務ではないはずであると反論したが、Ｃは、書類に不備があるため、申請書

を受け取ることはできないと述べた。このため、Ｂは、やむを得ず申請書を持ち帰った。 

 Ⅱ Ｂは、その後、本件要綱２項および３項にかかる手続を実施したとして、その報告書

と申請書をＹに提出した。Ｃがその内容を確認したところ、本件要綱２項による説明会では

反対意見は出ず、また、同３項による協議の申出はなしと記載されていた。 

 ところが、それと前後して、Ｙに対し、乙市の住民らから、本件納骨堂の許可に反対する

旨の陳情があり、本件納骨堂に対する２６１名の反対者の署名（うち１１０名余りは本件土

地周辺の住民のもの）が提出された。Ｃが不審に思ってＸが実施した手続について調査した

ところ、本件要綱２項の説明会の開催についての周辺住民等への情報提供が不十分で、Ａ寺

の檀家等の賛成派の住民にしか知らされておらず、また、同３項の協議の申出については、

説明会の場において、口頭で、当日中に限り協議の申出ができると説明されただけであった

ため、協議の申出をする者がいなかったことが判明した。 



2 

 

 Ｃは、Ｂを呼び出して、これでは本件要綱が定める手続を実施したとは到底言えないから、

再度説明会を開催し、また、協議の申出があれば協議を尽くすように求めた。しかし、Ｂは、

すでに手続を実施しており、また、Ｙが墓埋法１０条１項による許可について設定した標準

処理期間も過ぎているので、直ちに申請に対する諾否の応答をするように強く要求した。こ

れに対し、Ｃは、再度の説明会の開催等を求める指導にＸが応じるまでは、申請に対する応

答をすることはできないと述べたが、Ｂは、承服できないと応答した。 

 なお、乙市においては、本件に関係する限り、行政手続法と同じ内容の行政手続条例が制

定されている。また、本件要綱および本件審査基準は、地方自治法１４条１項にいう条例ま

たは同法１５条１項にいう普通地方公共団体の長の規則のいずれにもあたらず、乙市の内

部基準であるが、乙市のウェブサイト等で公表されている。 

〔設問１〕（３０点） 

（１）Ⅰの事実関係を前提にして、書類に不備があるため、申請書を受け取ることはできな

いという乙市の対応には、行政手続上どのような問題があるか、述べなさい。 

（２）Ⅱまでの事実関係を前提にして、再度の説明会の開催等を求める指導にＸが応じるま

で本件申請に対する応答を留保するという乙市の対応の適法性について述べなさい。 

 

 Ⅲ Ｘは、本件申請に対する諾否の応答がされない状態が継続したため、乙市の指導を受

け入れて、再度の説明会を開催したうえ、周辺住民との協議を行い、それらの結果をＹに報

告した。Ｙは、すでに提出された反対署名や、Ｘが実施した説明会および協議において周辺

住民等から多数の反対意見が出されていることに鑑み、本件納骨堂は、本件審査基準３項た

だし書の「当該墓地等を設置する場所が市民の宗教的感情に適合し」という基準に該当しな

いとして、本件申請を不許可とする旨の処分（以下「本件不許可処分」という。）をした。 

 Ｘは、本件納骨堂は焼骨を収蔵する施設であって外見は通常の建築物であること、近隣に

複数の寺院や墓地が存在していること、周辺住民による反対の主な理由は地価の低落や道

路の混雑等であり宗教的感情を理由とするものとはいえないことなどを根拠に、本件納骨

堂は、本件審査基準３項ただし書の基準を充たすと考えている。このため、Ｘは、本件審査

基準が定める許可基準に反して不許可処分を受けたという不満を有している。 

〔設問２〕（２０点） 

 Ｘが考えるように、本件不許可処分が、本件審査基準が定める許可基準に反しているとし

て、そのことが本件不許可処分の違法事由となるか。本件審査基準の内容が墓埋法の趣旨に

反するものではないことを前提にして解答しなさい。 

 

 Ⅳ Ｘが、本件不許可処分の取消訴訟を提起したところ、Ｘの請求が認容され、その後、

Ｘは本件納骨堂について墓埋法１０条１項による許可（以下「本件許可処分」という。）を

受けて、本件納骨堂の経営を開始した。ところが、その後、Ｘが、営利企業への名義貸しを

行っており、本件審査基準１項によれば墓地等を経営することができない営利企業が本件
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納骨堂を経営していることが判明したとして、Ｙは、墓埋法１９条により、本件許可処分を

取り消す処分（以下「本件取消処分」という。）をした。Ｘは、特定の営利企業に管理の一

部を委託するなどしているが、実質的な経営主体はＸであり名義貸しは行っていないから、

本件取消処分は違法であると考えている。 

〔設問３〕（３０点） 

（１）Ｘが、本件取消処分を受けて本件納骨堂を廃止し、本件取消処分によって生じた損害

につき、乙市に対し、国家賠償法１条１項により損害賠償を請求する訴えを提起した場合に

おいて、乙市は、本件取消処分の公定力を理由に当該請求の棄却を求めることができるか。 

（２）Ｘが、本件取消処分を受けたにも拘わらず、本件納骨堂の経営を継続し、墓埋法２０

条１号および２２条に基づき、Ｘおよびその代表者について公訴が提起された場合におい

て、Ｘおよびその代表者が、本件取消処分の違法を理由に無罪を主張することができるか否

かについて、「公定力」および「構成要件」の概念を用いて述べなさい。 

 

【資料１ 墓地、埋葬等に関する法律（昭和２３年法律第４８号） （抜粋）】 

第１条 この法律は、墓地、納骨堂又は火葬場の管理及び埋葬等が、国民の宗教的感情に適

合し、且つ公衆衛生その他公共の福祉の見地から、支障なく行われることを目的とする。 

第２条 この法律で「埋葬」とは、死体（妊娠４箇月以上の死胎を含む。以下同じ。）を土

中に葬ることをいう。 

２ この法律で「火葬」とは、死体を葬るために、これを焼くことをいう。 

３ （略） 

４ この法律で「墳墓」とは、死体を埋葬し、又は焼骨を埋蔵する施設をいう。 

５ この法律で「墓地」とは、墳墓を設けるために、墓地として都道府県知事（市又は特別

区にあつては、市長又は区長。以下同じ。）の許可を受けた区域をいう。 

６ この法律で「納骨堂」とは、他人の委託をうけて焼骨を収蔵するために、納骨堂として

都道府県知事の許可を受けた施設をいう。 

７ この法律で「火葬場」とは、火葬を行うために、火葬場として都道府県知事の許可をう

けた施設をいう。 

第１０条 墓地、納骨堂又は火葬場を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けな

ければならない。 

２ （略） 

第１９条 都道府県知事は、公衆衛生その他公共の福祉の見地から必要があると認めると

きは、墓地、納骨堂若しくは火葬場の施設の整備改善、又はその全部若しくは一部の使

用の制限若しくは禁止を命じ、又は第１０条の規定による許可を取り消すことができる。 

第２０条 左の各号の一に該当する者は、これを６箇月以下の懲役又は５０００円以下の

罰金に処する。 

一 第１０条の規定に違反した者 
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二 第１９条に規定する命令に違反した者 

第２２条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは、行為者を罰する外、その法人又

は人に対しても各本条の罰金刑を科する。 

 

【資料２ 乙市墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）の経営の許可に関する

審査基準】 

１ 墓地等の経営主体 

 墓地等を経営しようとする者は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならな

い。 

(1) 地方公共団体 

(2) 宗教法人法(昭和 26年法律第 126号)第 4条第 2項に規定する宗教法人 

(3) 墓地等の経営を目的に設立された公益社団法人又は公益財団法人 

３ 墓地等の設置場所 

 墓地等を設置する場所は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。ただし、

当該墓地等を設置する場所が市民の宗教的感情に適合し、かつ、公衆衛生その他公共の福

祉の見地から支障がないときは、この限りでない。 

(1) 学校、病院、診療所及び住宅の敷地から、墓地又は納骨堂にあっては 110メートル、

火葬場にあっては 220メートル以上離れていること。 

(2) （略） 

 

【資料３ 乙市墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）経営許可申請手続要綱】 

１ 事前協議 

 許可申請をしようとする者(墓地等の廃止に係る許可申請をしようとする者を除く。以

下「許可申請予定者」という。)は、あらかじめ、当該許可申請に係る墓地等の計画(以下

「計画」という。)について市長と協議しなければならない。 

２ 計画の説明 

 許可申請予定者は、近隣住民等に対し、説明会を開催する等の方法により、計画の概要

を説明しなければならない。 

３ 周辺住民との協議 

 許可申請予定者は、計画の概要を説明した後において、計画に関する次に掲げる事項に

ついて近隣住民等から協議の申出があったときは、これに応じなければならない。 

(1) 墓地等についての公衆衛生その他公共の福祉の見地から考慮すべき事項 

(2)、(3) （略） 


